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構造改革の推進と経営統合による企業価値の増大に向けて
株主の皆様には、日頃から当社グループへのご理解とご支援を賜り、厚く御礼申しあげます。

去る10月9日、当社は、株式会社大興電機製作所（以下「大興電機」）との経営統合について発表いたしました。12

月下旬開催予定の臨時株主総会でご承認いただいたうえで、来年2月株式移転により持株会社「田村大興ホールディング

ス株式会社」を設立、当社および大興電機はその傘下に入った後、来年4月をめどに持株会社の子会社として統合会社に

事業統合する予定です。

当社といたしましては、急速な変化と競争の激しい情報通信ネットワーク市場の中で勝ち抜いていくために、両社のそ

れぞれの強みを結集して、強みの発揮できる市場でトップシェアを目指し、持続的な企業価値の増大を図っていく考えです。

次に、当中間期の状況、経営統合を踏まえた今後の展望について、ご説明申しあげます。

当社グループの中心事業の一つである中小規模事業所（SOHO）向けビジネスホンシステムの市場は、さらに競争が激

化してきており、また、非接触ICカード技術を用いたソリューションシステムの分野にも大手の参入が始まるなど、当中

間期も前期に引き続き厳しい経営環境にありました。

その中で、当社グループはシステム全体を一貫して開発、提案できる強みを活かして、商品ごとに差別化を図り、個々

のお客様のニーズに合致したシステムを提供していく営業戦略を継続してきました。その大きな成果として、9月にはビジ

ネスホンシステム「MTシリーズ」で10万セットの販売を達成し、当社のビジネスホンシステムのシリーズとして初めて

10万セットの大台を記録しました。

また、無線遠隔監視システム、非接触ICカードを活用したキャンパス、マンションシステム等の新商品を市場投入して

受注拡大に努めました。

その結果、当中間期においては、連結売上高187億8千5百万円（前年同期比5.9％増）、連結経常利益は7億4千7百万円

（前年同期比48.8％増）となりました。

当中間期の経営環境と当社の業績について

株主・投資家の皆様へ
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代表取締役社長 吉岡正紀

従来から商品開発における他社とのアライアンス（提携）などはありましたが、前

述のような競争の激しい市場において不可欠な新製品開発余力を確保することの必要

性を認識し、もっと踏み込んだ形のアライアンスとして、この度の経営統合を決断い

たしました。

大興電機は、ビジネスホンシステム分野においても、当社との客先の重複は少なく、

当社が扱っていない中規模クラス以上のタイプの商品を持っておりますので、経営統

合に伴い、販路の拡大や商品ラインナップの充実など相互補完によるメリットが大き

いと考えております。また、当社が得意とするテレメタリング（遠隔監視）システム

技術について、大興電機のセキュリティ分野と融合した展開を図るなど、双方の販売

チャネルと技術･商品を効果的に組み合わせて、販売力、商品開発力を一層強化でき

るといった、さまざまなシナジー効果が期待できます。さらに、生産拠点や資材調達

機能の融合から、コストダウンに寄与する部分も大きいと考えております。

当社グループが現在掲げている経営構造改革計画「TRP21」（Tamura

Revival Plan 21）は、事業の拡大と安定収益企業の実現を目指すもので

す。平成14年度は目標の成果をあげ、今期は通期業績目標の達成に向けて

「TRP21-PartⅡ」を始動しております。ネットワーク関連分野とカード関連

分野への経営資源の集中と事業アライアンスの積極的な展開により事業拡大

を図るとともに、量産品の生産集約化や海外生産･海外調達の拡大による原価

低減にも引き続き努力しております。

来年4月をめどに統合会社が設立されるまで、当社といたしましては

「TRP21-PartⅡ」に基づく経営構造改革を推進してまいります。また、統合

後もこの改革の精神を引き継ぎ、事業規模の拡大と経営効率の向上に向けて

邁進してまいります。

事業環境の大きな変化に伴い、さらなる企業成長を目指して他社との経営統合という大きな転機を迎えることとなりま

したが、従来同様、特色ある商品とサービスを創造し、お客様にご満足いただけるソリューションを提供して、社会への

貢献に努めてまいります。

当社グループの企業価値を従来以上に高めていくことで、株主の皆様のご期待にお応えできるよう、「再生から成長へ」、

グループ一丸となって努力してまいりますので、引き続きご理解とご支援、ご高配を賜りますようお願い申しあげます。

大興電機との経営統合について

経営構造改革の進捗と今後について

株主の皆様へのメッセージ

早期の累積損失解消と復配�

Tamura Revival Plan 21

事業構造の変革� 企業構造の改革�

ネットワーク関連・�
カード関連分野の�
事業拡大�

コア事業の育成�

原価低減�

総合品質の向上�

人材の活性化�

経営のスピード化�
と効率化�
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当社は、警報通知システム「パケパック」を7月初旬から発売いたしました。

「パケパック」とは、株式会社ＮＴＴドコモのパケット通信サービスＤoＰa※1網と特定小電力無線を使い、温度異常や機械異

常を監視してお客様の携帯電話へ通知するという一連のサービスを全てパックにして、低コストで提供するものです。

従来の警報通知システムでは、複数のセンサーおよび機器メーカーが組み合ってシステム化するため、費用と時間を要し、

また、回線加入および毎月の通信料金の支払いなど煩雑な手続きが発生していました。さらに、センターサービスには専用

線の加入が必要であるため、小規模システムでも導入コストの負担が大きく、また、携帯電話に通知されたメール文書では状

況を把握することが不十分である等使い勝手の改善が求められていました。

「パケパック」は、各種センサー、機器類、通信サービス、センターサービス、携帯電話アプリケーションソフトまで全てを

パックにして提供しますので、小規模なシステムから低コストで簡単にご利用いただくことができます。

ＥＭＶ※3に対応（予定）した3タイプのカードリーダを開発

携帯電話を使った警報通知システム「パケパック」を発売

当社は、EMV規格への対応を想定した「モータ式IC磁気カードリーダ」を開発しました。

主な特徴は、機器組込用として小型軽量化を実現、EMV2000レベル1に対応（予定）、

搬送路開閉機構を採用することによりカードジャム（カード詰まり）発生時のカードの取出

しやメンテナンスが容易であることです。また、高・低温下（－10～60℃）でも安定した

動作を確保できます。さらに、カード後方留置機能により、新たな専用搬送機構が不用と

なるため、非接触ICカードリーダライタモジュールを後方に設置するだけで、非接触ICカ

ードのリード／ライトが可能となります。

※3 EMV･･･金融業界における接触ICカードの標準仕様。

※1 DoPaは、株式会社NTTドコモの登録商標です。
※2 JAVAは、米国Sun Microsystems,Inc.の登録商標です。

トピックス

パケパック�
システム�

NTTドコモ　デジタル�

DoPa網�

インターネット�

田村電機�
�

これだねっと�
データセンター� 携帯電話�

�
JAVA※2�
アプリ   

親機�

子機�

特定小電力無線�

温度センサー�
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当社は、平成15年12月から小規模事業所向けに新シリーズ「Astral」（アストラル）シリーズ「GT500Std」、「GT500Pro」

の2機種を発売いたしました。

新シリーズ「Astral」は、各ISP（インターネット接続サービス事業者）が提供するIP電話サービスを、「GT500Std」で最

大8チャンネル、「GT500Pro」で最大16チャンネル、それぞれ利用することができます。また、お客様は、電話回線を意識

することなしにダイヤルするだけで、IP電話回線を自動選択して通話料金を確実に削減し、効率よくIP電話サービスを利用す

ることができます。さらに、最大スループット94MbpsでFTTHへも対応したブロードバンドルータ機能のユニットを主装置

に内蔵し、重要なデータを守る安全・信頼性が高いファイアーウォール機能、IP電話の通話品質を確保するIP電話優先制御の

利用、VPN（仮想社内ネットワーク）も合わせて導入することができます。

主な機能として、マルチファンクションキー（MFキー）を搭載し、16桁×4行の漢字表示に

対応した大型ディスプレイで、使いやすい快適な操作性を実現しました。また、着信表示のカ

ラーを、7色から指定できる大型着信ランプや、着信音／保留音メロディ用に32和音の音源

LSIを搭載（最大4チャンネル）し、電話機シートをカスタマイズできる着せ替えシートなどユ

ーザインタフェースに、携帯電話のような操作・機能を提供いたします。

当社は、非接触ICカードのマルチ対応で「USBインタフェースの非接触リーダライタ」

および「非接触リーダライタモジュール」の2タイプのカードリーダを開発しました。

【各リーダライタの特長】

1.非接触ICカードのマルチ対応でUSBインタフェースの非接触リーダライタ

タイプＡ、タイプＢおよびタイプＣに対応した非接触ＩＣカードをリード／ライトするこ

とができ、上位装置とはUSBケーブル1本で接続することができます。電源もUSBイン

タフェースから給電されるため、取扱いが容易で、名刺サイズのコンパクトサイズです。

2.非接触ICカードのマルチ対応でC-MOSインタフェースの非接触リーダライタモ　

ジュール

このリーダライタは、高出力タイプでありながら、アンテナ一体のユニット型でかつ

小型形状のため、容易に機器への組込みが可能です。また、カードとの通信距離は約

6cmを実現しています。（カードの仕様によって異なります。）

ＵＳＢインタフェースの非接触リーダライタ

非接触リーダライタモジュール

TD510電話機

ビジネスコミュニケーションシステム「Ａｓｔｒａｌ」シリーズ2機種を発売

非接触ICカードのマルチ対応2タイプのカードリーダを開発
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第58期中間連結決算の概況

総原価低減と経営効率向上により大幅に業績を回復

当中間期の連結売上高は、187億8千5百万円（前年同期比5.9％増）と前年同期より増加いたしました。また、「TRP21」に掲げた諸
施策の推進による総原価の低減と経営効率向上の効果により、連結経常利益は7億4千7百万円（前年同期比48.8％増）、連結中間純利益
は4億3千1百万円（前年同期比87.4％増）と大幅に改善いたしました。

コンポーネント分野は、カードリーダユニット、産業機器（情報
機器、計数器等）、その他部品等を取扱っております。
当中間期においては、市場競争の激化と設備投資の抑制などの

影響によりレジャー産業向けカードリーダユニット等の受注が減
少しましたが、OEMカードプリンタ等の新商品の受注が増加した
ことにより、これらの売上高が増加いたしました。

●売上高（連結） ●ROE/ROA（連結）

●営業利益/経常利益/当期純利益（連結） ●1株当たり当期純利益/1株当たり株主資本（連結）

システム商品分野 コンポーネント分野
システム商品分野は、ビジネスホン、公衆電話機、ネットワーク端末
機器、カード関連機器およびこれらのシステムを取扱っております。
当中間期においては、ネットワークのブロードバンド化やサー

ビスの多様化に対応したビジネスホンシステム・無線遠隔監視シ
ステム、非接触ICカードを活用したキャンパス・マンションシス
テム等の新商品を市場投入して受注の拡大に努めたことにより、
これらのシステム関連商品の売上高が増加いたしました。
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連結財務諸表（要約）

（単位：百万円）

科　目

資産の部
流 動 資 産
現 金 ・ 預 金
受 取 手 形 ・ 売 掛 金
た な 卸 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
資 産 合 計

負債の部
流 動 負 債
支 払 手 形 ・ 買 掛 金
短 期 借 入 金
社債（ 1 年 内償還予定）
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分
少数株主持分

資本の部
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
土 地 再 評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金
自 己 株 式
資 本 合 計
負債・少数株主持分及び資本合計

●連結貸借対照表（要約）
第58期中間期
2003年9月30日現在

第57期
2003年3月31日現在

21,033
3,992
8,437
7,091
1,513

17,575
11,500
1,675
4,399

38,609

16,363
4,563
8,012
1,500
2,288
5,927
1,000

9
1,941
2,975

22,290

7,645
5,582
△721
3,447

367
△2

16,319
38,609

19,889
4,215
7,134
6,594
1,944

17,102
11,711
1,342
4,048

36,991

14,407
3,744
8,902
─

1,760
7,623
2,500

268
1,806
3,048

22,030

7,645
5,582
△1,527

3,389
△128
△0

14,959
36,991

━ 2

第57期中間期
2002年9月30日現在

22,124
5,429
7,966
7,064
1,664

16,472
11,518
1,438
3,515

38,597

17,372
4,954
8,789
1,500
2,127
5,905
1,000

111
1,735
3,058

23,277

7,645
5,582
△1,137

3,447
△219
△1

15,317
38,597

1
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連結財務諸表（要約）

科　目

売 上 高
売 上 原 価
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少数株主利益（△少数株主損失）
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

科　目

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増加額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

●連結損益計算書（要約）

●連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

第58期中間期
2003年4月1日から2003年9月30日まで

（単位：百万円）

第58期中間期
2003年4月1日から2003年9月30日まで

18,785
14,330

3,468
986
88

326
747

4
23

728
205
92
─

431

133
△682
△880
△2

△1,432
5,391
3,959

（単位：百万円）

第57期中間期
2002年4月1日から2002年9月30日まで

第57期中間期
2002年4月1日から2002年9月30日まで

17,737
13,533

3,295
909
67

473
502
94
63

533
197
108
△3
230

2,340
△315
△2,385
△0

△361
4,535
4,174

第57期
2002年4月1日から2003年3月31日まで

第57期
2002年4月1日から2003年3月31日まで

36,365
27,422

6,331
2,610

117
828

1,899
208
736

1,371
324
428
△2
620

科　目

資本剰余金の部
資 本 剰 余 金 期 首 残 高
資本剰余金中間期末（期末）残高
利益剰余金の部
利 益 剰 余 金 期 首 残 高
利 益 剰 余 金 増 加 高
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
利 益 剰 余 金 減 少 高
役 員 賞 与 金
利益剰余金中間期末（期末）残高

●連結剰余金計算書（要約） （単位：百万円）

第58期中間期
2003年4月1日から2003年9月30日まで

5,582
5,582

△1,137
431
431
15
15

△721

第57期中間期
2002年4月1日から2002年9月30日まで

5,582
5,582

△1,757
230
230

1
1

△1,527

第57期
2002年4月1日から2003年3月31日まで

5,582
5,582

△1,757
620
620

1
1

△1,137

4,565
△1,053
△2,655
△0
855

4,535
5,391
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（単位：百万円）

科　目 第57期中間期
2002年9月30日現在

●貸借対照表

単独財務諸表

資産の部
流　　　動　　　資　　　産 15,968 17,431 15,702
現　　金　　・　　預　　金 2,145 3,206 2,131
受　　　取　　　手　　　形 888 739 915
売　　　　　掛　　　　　金 7,046 7,517 6,547
た　　な　　卸　　資　　産 4,463 4,286 4,242
繰　延　税　金　資　産 1,038 1,194 1,468
そ　　　　　の　　　　　他 390 493 402
貸　　倒　　引　　当　　金 △4 △7 △6

固　　　定　　　資　　　産 18,119 17,063 18,100
有　 形　固　定　資　産 10,450 10,456 10,714
無　 形　固　定　資　産 1,675 1,442 1,347
投 資 そ の 他 の 資 産 5,994 5,165 6,038
投　資　有　価　証　券 3,016 2,040 2,625
子　　会　　社　　株　　式 1,302 1,296 1,376
そ　　　　　の　　　　　他 1,767 1,975 2,183
貸　　倒　　引　　当　　金 △92 △147 △146

資　　　産　　　合　　　計 34,088 34,495 33,803

負債の部
流　　　動　　　負　　　債 12,677 14,014 11,845
支　　　払　　　手　　　形 488 476 519
買　　　　　掛　　　　　金 2,606 2,801 1,742
短　　期　　借　　入　　金 6,640 7,760 8,220
長期借入金（１年内返済予定） 210 416 556
社 債（１ 年 内 償 還 予 定） 1,500 1,500 ─
未　払　法　人　税　等 4 10 4
そ　　　　　の　　　　　他 1,226 1,050 803

固　　　定　　　負　　　債 5,243 5,186 6,941
社　　　　　　　　　　　債 1,000 1,000 2,500
長　　期　　借　　入　　金 ─ 72 210
退　職　給　付　引　当　金 1,648 1,465 1,546
そ　　　　　の　　　　　他 2,595 2,648 2,684

負　　　債　　　合　　　計 17,920 19,200 18,786

資本の部
資　　　　　　本　　　　　　金 7,645 7,645 7,645
資　　本　　剰　　余　　金 5,582 5,582 5,582
資　　本　　準　　備　　金 2,000 5,582 5,582
そ の 他 資 本 剰 余 金 3,582 ─ ─

利　　益　　剰　　余　　金 △880 △1,174 △1,483
利　　益　　準　　備　　金 ─ 566 566
任　　意　　積　　立　　金 804 809 809
中 間（当 期）未 処 理 損 失 1,684 2,549 2,859

土　地　再　評　価　差　額　金 3,447 3,447 3,389
株　式　等　評　価　差　額　金 375 △205 △115
自　　　己　　　株　　　式 △2 △1 △0
資　　　本　　　合　　　計 16,167 15,294 15,016
負　債　及　び　資　本　合　計 34,088 34,495 33,803

第57期
2003年3月31日現在

第58期中間期
2003年9月30日現在
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単独財務諸表

（単位：百万円）

科　目
第57期中間期
2002年4月1日から
2002年9月30日まで

第57期
2002年4月1日から
2003年3月31日まで

●損益計算書
第58期中間期
2003年4月1日から
2003年9月30日まで

経常損益の部
売　　　　　上　　　　　高 12,897 13,194 27,623
営　　　業　　　費　　　用 12,304 12,625 25,595
売　　　上　　　原　　　価 9,890 10,370 21,290
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,413 2,254 4,304

営　　　業　　　利　　　益 593 569 2,027
営　　業　　外　　収　　益 188 116 163
受 取 利 息 ・ 配 当 金 117 86 98
そ の 他 営 業 外 収 益 71 30 64

営　　業　　外　　費　　用 324 446 733
支　　　払　　　利　　　息 90 118 220
退職給付会計基準変更時差異償却額 98 180 320
そ の 他 営 業 外 費 用 135 147 192

経　　　常　　　利　　　益 458 240 1,457

特別損益の部
特　　　別　　　利　　　益 2 94 208
固　定　資　産　売　却　益 0 ─ 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2 94 94
厚生年金基金代行部分返上益 ─ ─ 113

特　　　別　　　損　　　失 19 56 778
固　定　資　産　除　却　損 15 32 48
投 資 有 価 証 券 売 却 損 ─ ─ 71
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ─ 12 544
子　会　社　整　理　損 ─ ─ 98
会　員　権　売　却　損 4 ─ ─
会　員　権　評　価　損　等 ─ 10 15

税 引 前 中 間（当 期）純 利 益 440 278 887
法人税、住民税及び事業税 4 4 10
法　人　税　等　調　整　額 142 152 445

中　間 （当　期） 純　利　益 293 122 431
前 　 期 　 繰 　 越 　 損 　 失 2,544 2,981 2,981
利　益　準　備　金　取　崩　額 566 ━ ━
中 間（当 期）未 処 理 損 失 1,684 2,859 2,549
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（注）

株式の状況

決 算 期

定 時 株 主 総 会

上 記 基 準 日

名義書換代理人

同事務取扱場所

郵 便 物 送 付 先

電 話 照 会 先

専用ホームページ

同　取　次　所

公 告 掲 載 新 聞

毎年3月31日

毎年6月

毎年3月31日

東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社

東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

〒135-8722

東京都江東区佐賀一丁目17番7号

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

電話（03）5213-5213（大代表）

http://www.mizuho-tb.co.jp/daikou/

みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　

本店および全国各支店

日本経済新聞

■会社が発行する株式総数･････200,000,000株

■発行済株式の総数 ････････････50,594,433株

■株主数 ････････････････････････････6,292名

大株主

所有者別分布状況

株主メモ

ホームページ http://www.tamra.co.jp 

当社は、決算公告に代え、貸借対照表および損益計算書を当

社ホームページ（http://www.tamra.co.jp/ir/account.html）

に掲載しておりますので、こちらでご覧いただけます。

上記のホームページ

は、当社の決算情報

をはじめさまざまな

情報をご案内してお

りますので、ご活用

ください。

ホームページのご案内

日本電気株式会社

沖電気工業株式会社

株式会社みずほ銀行

株式会社三井住友銀行

みずほ信託銀行株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社三共

日本証券金融株式会社

株式会社山形銀行

6,060

6,060 

1,779

1,412

1,330

1,276

1,216

800

734

687

11.98

11.98

3.52

2.79

2.63

2.52

2.40

1.58

1.45

1.36

千株 %

株 主 名 当社への出資状況

持株数 持株比率

個人�
33.47％�

国内法人等�
（金融機関・証券会社を除く）�

31.01％�

金融機関
28.09％�

証券会社
5.24％�

外国法人・外国人
2.19％�

株式会社みずほ銀行の株式数には、株式会社みずほ銀行が退職給付信託の信託財産

として拠出している当社株式1,778千株（持株比率3.51％）を含んでおります。

（株主名簿上の名義は、「みずほ信託銀行退職給付信託（みずほ銀行口）再信託受託

者資産管理サービス信託銀行」であります。）

株式情報（平成15年9月30日現在）



本 社

営 業 所
大 阪 支 社

工 　 　 場
相模原事業場
米 沢 事 業 場

東京都目黒区下目黒二丁目2番3号

大阪府大阪市北区西天満三丁目14番16号
（西天満パークビル3号館）

神奈川県相模原市宮下三丁目14番15号
山形県米沢市東一丁目10番71号

名　　称 所　在　地

株式会社田村テクノ

株式会社田村電機物流センター

田村ビジネスシステム株式会社

株式会社田村プロアシスト

テレコムクリエイトシステム株式会社

株式会社ベネソル

ユニオン電機株式会社

株式会社コアタック

設 立
資 本 金
従 業 員 数

昭和21年11月5日
7,645,771,000円

370名（単独）1,144名（連結）

吉 岡 正 紀
村 上 　 新
青 木 敏 美
福 島 正 之
越 川 雅 生
松 山 修 二
福 井 一 彬
藤 牧 正 夫
小 沼 佑 吉
河 野 　 敬

代表取締役社長
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

吉 岡 正 紀
村 上 　 新
越 川 雅 生
松 山 修 二
小 川 利 行
山 田 敏 夫
長 谷 部 利 信
江 部 光 明
熊 坂 道 明
鈴 木 　 譲
上 田 千 広

社長執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

（注）監査役　河野　敬氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例

に関する法律」（昭和49年法律第22号）第18条第１項に定める社外

監査役であります。

〒153-8923 東京都目黒区下目黒二丁目2番3号

会社の概要

主要な営業所および工場

連結子会社（8社）

取締役および監査役

執行役員（平成15年10月1日現在）

会社情報（平成15年9月30日現在）


